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第12章 事後調査の計画 

12.1 事後調査項目並びに選定項目のうち事後調査項目から除外する項目及びその理由 

12.1.1 事後調査項目の選定 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査を実施する項目の選定結果は、

表 12-1 に示すとおりである。 

表 12-1 事後調査項目の選定結果  

環境影響評価項目  影響要因の区分 影響要因  事後調査項目選定結果

大気質  
工事  

建設機械の稼働  ○ 
資材運搬等の車両の走行  ○ 

存在・供用  
施設の稼働  ○ 
自動車等の走行  ○ 

騒音・低周波音  
工事  

建設機械の稼働  ○ 
資材運搬等の車両の走行  ○ 

存在・供用  
施設の稼働  ○ 
自動車等の走行  ○ 

振動  
工事  

建設機械の稼働  ○ 
資材運搬等の車両の走行  ○ 

存在・供用  
施設の稼働  ○ 
自動車等の走行  ○ 

悪臭  存在・供用  
施設の稼働  ○ 
自動車等の走行  × 

水質  工事  造成等の工事  ○ 

土壌  
工事  造成等の工事  × 
存在・供用  施設の稼働  ○ 

動物  
工事  

建設機械の稼働  ○ 

資材運搬等の車両の走行  ○ 

造成等の工事  ○ 

存在・供用  施設の存在  ○ 

植物  
工事  造成等の工事  ○ 

存在・供用  施設の存在  ○ 

生態系  
工事  

建設機械の稼働  × 

資材運搬等の車両の走行  × 

造成等の工事  × 
存在・供用  施設の存在  × 

景観  存在・供用  施設の存在  ○ 

自然とのふれあいの場

工事  
建設機械の稼働  × 
資材運搬等の車両の走行  × 
造成等の工事  × 

存在・供用  
施設の存在  × 
施設の稼働  × 

日照阻害  存在・供用  施設の存在  × 
電波障害  存在・供用  施設の存在  × 

廃棄物等  
工事  造成等の工事  ○ 
存在・供用  施設の稼働  ○ 

温室効果ガス 
工事  

建設機械の稼働  ○ 
資材運搬等の車両の走行  ○ 

存在・供用  
施設の稼働  ○ 
自動車等の走行  ○ 
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12.1.2 事後調査項目から除外する項目及びその理由 

環境影響評価項目に選定した項目のうち、事後調査項目から除外する項目及びそ

の理由については、表 12-2（1）～（2）に示すとおりである。 

表 12-2（1） 事後調査項目から除外する項目及びその理由  

環境影響  
評価項目  

影響要因

の区分  
影響要因  除外する理由  

悪臭  存在・供用 自動車等の走行  

計画地に隣接する埼玉中部環境センターにおける既存

資料において、ごみ収集車両等が頻繁に通行する敷地

境 界 の臭 気 指 数 は規 制 基 準 を下 回 っており、本 施 設

は、これらの施 設 と同 等 またはそれ以 上 の対 策 を講 じ

る。 
また、現在普及しているごみ収集車両等は密閉構造で

汚水が滴下しない構造であり、定期的に洗車設備によ

り車体を洗浄することから、自動車等の走行に伴う悪臭

の影響は限りなく低いと予想された。 
したがって、ごみ収集車 両 等の走 行に伴 う悪臭の影 響

については、事後調査項目から除外する。 

土壌  工事  造成等の工事  

計 画 地 内 の現 地 調 査 結 果 は、全 ての項 目 について基

準値を下回っており、これまでの地歴から考えて、計画

地内には汚染土壌は存在しないと考えられる。 
また、工事においては汚染土壌の搬入等が行われない

よう関係法令を遵守する計画であることから、計画地内

における造 成 等 の工 事 に伴 う土 壌 中 の汚 染 発 生 の可

能性は生じないと予測された。 
したがって、造 成 等 の工 事に伴う土 壌への影 響 につい

ては、事後調査項目から除外する。 

生態系  
工事、 
存在・供用

建設機械の稼働、

資 材 運 搬 等 の 車

両の走行、 
造成等の工事、 
施設の存在  
 

調査及び予測の結果、工事の実施及び施設の存在に

伴う生態系への影響は、「影響を生じる」または「影響が

生じるおそれがある」と予測された種はなく、使用重機の

配慮や適切な濁水・排水対策を実施することから、工事

の実施及び施設の存在による生態系への影響は限りな

く低いと予測された。 
したがって、工事の実施及び施設の存在に伴う生態系

への影響については、事後調査項目から除外する。 
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表 12-2（2） 事後調査項目から除外する項目及びその理由  

環境影響  
評価項目  

影響要因  
の区分  

影響要因  除外する理由  

自然とのふ

れあいの場  

工事  
建設機械の稼働、

資 材 運 搬 等 の 車

両の走行  

自 然 とのふれあいの場 への直 接 的 な影 響 として、工 事

の実施に伴う建設機械による排出ガス、粉じん、騒音、

振動、悪臭があげられるが、これらの予測結果は全て基

準 値 を下 回 っており、自 然 とのふれあいの場 の利 用 環

境への影響は小さいと予測された。 
また、工 事 用 車 両 の主 な走 行 ルート（東 松 山 桶 川 線 ）

に、さいたま武蔵丘陵森林公園自転車道（サイクリング

コース）が交差する地点があるが、自転車利用の多い時

間帯（9～16 時）の東松山桶川線の断面交通量（6,000
台 ）と工 事 計 画 による資 材 運 搬 等 の車 両 の走 行 台 数

（最大時：大型車 36 台）の割合を考慮すると、現況に大

きな変化はなく、自然とのふれあいの場への交通手段の

阻害への影響は小さいと予測された。 
したがって、工事の実施による自然とのふれあいの場へ

の影響については、事後調査項目から除外する。 

存在・供用  
施設の存在、 
施設の稼働  

現 地 調 査 の結 果 、現 在 も全 地 点 において現 有 施 設 の

存在及び稼働による直接または間接的な影響を受けて

いないと考えられる。また、自然とのふれあいの場への直

接的な影響として、施設の存在及び稼 働による排出 ガ

ス、騒 音 、振 動 、悪 臭 があげられるが、これらの予 測 結

果 は全 て基 準 値 を下 回 っており、自 然 とのふれあいの

場の利用環境への影響は小さいと予測された。 
したがって、施設の存在による自然とのふれあいの場へ

の影響については、事後調査項目から除外する。 

日照阻害  存在・供用  施設の存在  

計 画 地 周 辺 への日 影 の影 響 については、予 測 の精 度

が確 保 されていること、また、施 設 の存 在 によって周 辺

地域 に生じる日照 阻 害は、建築 基 準 法 及び埼 玉 県建

築基準法施行条例で規定された日影時間を超えないと

予測された。 

したがって、施 設 の存 在 による日 照 阻 害 の影 響 につい

ては、事後調査項目から除外する。 

電波障害  存在・供用  施設の存在  

地上デジタル放送電波における、施設の存在に伴う遮

へい障害範囲は、東京スカイツリー及び浦和局ともに計

画施設の北西側に出現するものの、その範囲は計画地

内に限 定された。なお、東 京スカイツリー及び浦和 局と

もに反射障害範囲は発生しないと予測された。 

衛星放送電波における、施設の存在に伴う遮へい障害

範 囲 は、おもに計 画 施 設 の北 東 側 に出 現 するものの、

その範囲は計画地内に限定された。なお、反射障害範

囲はすべての衛星放送で発生しないと予測された。 

したがって、施 設 の存 在 による電 波 障 害 の影 響 につい

ては、事後調査項目から除外する。 
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12.2 事後調査方法等 

12.2.1 調査内容 

(1) 大気質 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、工事中における建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行並びに供用後に

おける施設の稼働及び自動車等の走行に伴う大気質の状況等について事後調査を行

う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-3（1）～（2）に示すとおりである。 

表 12-3（1） 事後調査の内容（工事中における大気質への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

建 設 機 械 の

稼働  

二酸化窒素  

 

建設機械の稼働

台数が最大と考

えられる時期（7

日間連続）  

計画地南側敷地

境界 1 地点（福祉

施設側）及び北側

敷地境界 1 地点

（住宅地側）  

「二酸化窒素に係る環境

基準について」に基づく

方法  

降下ばいじん  

 

建設機械の稼働

台数（掘削工・既

成杭工等）が最大

と考えられる時

期（ 1 箇月間連

続）  

計画地南側敷地

境界 1 地点（福祉

施設側）及び北側

敷地境界 1 地点

（住宅地側）  

ダストジャー採取・重量

法  

地上気象  

（風向、風速、日

射量、放射収支

量、気温、湿度） 

各大気汚染物質

と同期間（7 日間

連続）  

計画地内 1 地点  「地上気象観測指針」に

基づく方法  

資 材 運 搬 等

の 車 両 の 走

行  

二酸化窒素  

浮遊粒子状物質  

炭化水素  

資材運搬等の車

両の走行が最大

と考えられる時

期（7 日間連続）

沿道 2 地点  「二酸化窒素に係る環境

基準について」、「大気の

汚染に係る環境基準につ

いて」、「環境大気中の

鉛・炭化水素の測定法に

ついて」に基づく方法  

降下ばいじん  資材運搬等の車

両の走行が最大

と考えられる時

期（ 1 箇月間連

続）  

沿道 2 地点  ダストジャー採取・重量

法  
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表 12-3（2） 事後調査の内容（供用後における大気質への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の稼働  二酸化窒素  

二酸化硫黄  

浮遊粒子状物質  

塩化水素  

水銀  

ダイオキシン類  

粉じん  

 

施設の稼働が定

常となる時期（4

季×7 日間連続）

 

※塩化水素、水銀

は 1 回 /日  

計画地内 1 地点、

計画地周辺 4 地

点  

 

「二酸化窒素に係る環境

基準について」、「大気の

汚染に係る環境基準につ

いて」、「ダイオキシン類

による大気の汚染、水質

の汚濁（水底の底質の汚

染を含む。）及び土壌の汚

染に係る環境基準」、「大

気汚染物質測定法指針」、

「有害大気汚染物質測定

方法マニュアル」に基づ

く方法、ローボリウムエ

アサンプラ（ JIS Z 8814）

によるろ過捕集・重量法

 

降下ばいじん  施設の稼働が定

常となる時期（1

箇月間連続）  

計画地南側敷地

境界 1 地点（福祉

施設側）、北側敷

地境界 1 地点（住

宅地側）  

ダストジャー採取・重量

法  

地上気象  

（風向、風速、日

射量、放射収支

量、気温、湿度） 

各大気汚染物質

と同時期（4 季×7

日間連続）  

計画地内 1 地点  「地上気象観測指針」に

基づく方法  

自 動 車 等 の

走行  

二酸化窒素  

浮遊粒子状物質

炭化水素  

自動車等の走行

が代表的な時期

（7 日間連続）  

沿道 2 地点  「二酸化窒素に係る環境

基準について」、「大気の

汚染に係る環境基準につ

いて」、「環境大気中の

鉛・炭化水素の測定法に

ついて」に基づく方法  

降下ばいじん  自動車等の走行

が代表的な時期

（1 箇月間連続）

沿道 2 地点  ダストジャー採取・重量

法  
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(2) 騒音・低周波音 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、工事中における建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行並びに供用後に

おける施設の稼働及び自動車等の走行に伴う騒音・低周波音の状況等について事後調

査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-4（1）～（2）に示すとおりである。 

表 12-4（1） 事後調査の内容（工事中における騒音の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

建 設 機 械 の

稼働  

環境騒音  

 

建設機械の稼働

台数が最大と考

えられる時期（平

日 8～17 時連続）

計画地敷地境界

1 地点、計画地周

辺 2 地点  

「特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に関

する基準」、「騒音に係る

環境基準について」に基

づく方法  

資 材 運 搬 等

の 車 両 の 走

行  

道路交通騒音  

交通量  

資材運搬等の車

両の走行が最大

と考えられる時

期（平日 6～ 22

時連続）  

沿道 2 地点  「騒音に係る環境基準に

ついて」に基づく方法、

ハンドカウンターによる

方法（交通量）  

表 12-4（2） 事後調査の内容（供用後における騒音の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の稼働  環境騒音  

低周波音  

施設の稼働が定

常となる時期（平

日・休日  各 24

時間）  

計画地敷地境界

1 地点、計画地周

辺 2 地点  

「特定工場等において発

生する騒音の規制に関す

る基準」、「騒音に係る環

境基準について」、「低周

波音の測定方法に関する

マニュアル」に基づく方

法  

自 動 車 等 の

走行  

道路交通騒音  

交通量  

自動車等の走行

が代表的な時期

（平日・休日  各

24 時間）  

沿道 2 地点  「騒音に係る環境基準に

ついて」に基づく方法、

ハンドカウンターによる

方法（交通量）  
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(3) 振動 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、工事中における建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行並びに供用後に

おける施設の稼働及び自動車等の走行に伴う振動の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-5（1）～（2）に示すとおりである。 

表 12-5（1） 事後調査の内容（工事中における振動の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

建 設 機 械 の

稼働  

環境振動  建設機械の稼働

台数が最大と考

えられる時期（平

日 8～17 時連続）

計画地敷地境界

1 地点、計画地周

辺 1 地点  

「特定建設作業に伴って

発生する振動の規制に関

する基準」、「振動規制法

施行規則」に基づく方法

資 材 運 搬 等

の 車 両 の 走

行  

道路交通振動  資材運搬等の車

両の走行が最大

と考えられる時

期（平日 8～ 19

時連続）  

沿道 2 地点  「振動規制法施行規則」

に基づく方法  

表 12-5（2） 事後調査の内容（供用後における振動の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の稼働  環境振動  施設の稼働が定

常となる時期（平

日・休日  各 24

時間）  

計画地敷地境界

1 地点、計画地周

辺 1 地点  

「特定工場等において発

生する振動の規制に関す

る基準」、「振動規制法施

行規則」に基づく方法  

自 動 車 等 の

走行  

道路交通振動  自動車等の走行

が代表的な時期

（平日・休日  各

24 時間）  

沿道 2 地点  「振動規制法施行規則」

に基づく方法  
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(4) 悪臭 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、供用後における施設の稼働に伴う悪臭の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-6 に示すとおりである。 

表 12-6 事後調査の内容（供用後における悪臭の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の稼働  悪臭  

（臭気指数、特定

悪臭物質濃度 22

項目）  

施設の稼働が定

常となる時期（夏

季・冬季  各 1 回）

計画地南側敷地

境界 1 地点（福祉

施設側）、北側敷

地境界 1 地点（住

宅地側）  

「臭気指数及び臭気排出

強度の算定の方法」、「特

定悪臭物質の測定の方

法」に基づく方法  

悪臭  

（臭気指数）  

施設の稼働が定

常となる時期（夏

季・冬季  各 1 回）

計画地周辺 4 地

点  

「臭気指数及び臭気排出

強度の算定の方法」に基

づく方法  

 

(5) 水質 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、工事中における造成等の工事に伴う水質の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-7 に示すとおりである。 

表 12-7 事後調査の内容（工事中における水質への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

造 成 等 の 工

事  

アルカリ排水  

（水素イオン濃

度）  

流量等  

工事中のコンク

リート打設時（1

回）  

排水先河川等 4

地点  

「水質汚濁に係る環境基

準について」に基づく方

法  

濁水  

（浮遊物質量）  

流量等  

造成等の工事期

間中の降雨時ま

たは降雨直後（1

回）  

排水先河川等 4

地点  

「水質汚濁に係る環境基

準について」に基づく方

法  
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(6) 土壌 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、供用後における施設の稼働に伴う土壌の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-8 に示すとおりである。 

表 12-8 事後調査の内容（供用後における土壌への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の稼働  土壌の汚染に係

る環境基準に定

める 29 項目及び

ダイオキシン類  

施設の稼働が定

常となる時期（1

回）  

計画地内 1 地点  

 

 
 

「土壌の汚染に係る環

境基準について」、「ダ

イオキシン類による大

気の汚染、水質の汚濁

（水底の底質の汚染を

含む。）及び土壌の汚染

に係る環境基準」に基

づく方法  

ダイオキシン類  

 

施設の稼働が定

常となる時期（1

回）  

計画地周辺 4 地点  

（供用後における

大気質と同地点）  

 

(7) 動物 

本事業における予測において、工事中における建設機械の稼働、資材運搬等の車両

の走行、造成等の工事並びに供用後における施設の存在に伴う動物への影響が小さい、

あるいは影響があると予測された項目については、予測結果あるいは環境保全措置に不

確実性が残ることから、事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-9 に示すとおりである。 

表 12-9 事後調査の内容（工事中及び供用後における動物への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度  調査地点  調査方法  

建 設 機 械 の

稼働、資材運

搬 等 の 車 両

の走行、造成

等の工事、施

設の存在  

トウキョウ 

ダルマガエル  
工事前に 1 回（越冬前） 計画地内  

 
任意観察法

施設の稼働が定常とな

る時期の春季、夏季、

秋季に各 1 回（1 年間）

計画地周辺約 200m の範囲  任意観察法

エ ノ キ カ イ ガ

ラキジラミ 

工事前の秋季に 1 回  計画地周辺約 200m の範囲

外のエノキの分布を確認

する。  

任意観察法

エ ノ キ カ イ ガ

ラキジラミ（エ

ノ キ を 移 植 し

た場合） 

工事期間中の秋季に各

年 1 回  
確認木または移植先  任意観察法

施設の稼働が定常とな

る時期の秋季に 1 回（3
年間継続）  

移植先  任意観察法
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(8) 植物 

本事業における予測において、工事中における建設機械の稼働、資材運搬等の車両

の走行、造成等の工事並びに供用後における施設の存在に伴う植物への影響が小さい、

あるいは影響があると予測された項目については、予測結果あるいは環境保全措置に不

確実性が残ることから、事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-10 に示すとおりである。 

表 12-10 事後調査の内容（工事中及び供用後における植物への影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度  調査地点  調査方法  

建設機械の稼働、資材運

搬等の車両の走行、造成

等の工事、施設の存在  

イヌスギナ  
工事前の夏季、秋季、

春季に各 1 回（1 年間）

 

移植後の夏季、秋季、

春季に各 1 回（3 年間

継続）  

計画地内  

 

 

移植先  

任意観察法

ヒメミズワラビ

ミゾコウジュ 

 

(9) 景観 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目的

として、供用後における施設の存在に伴う景観の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、現地確認及び関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-11 に示すとおりである。 

表 12-11 事後調査の内容（供用後における景観への影響） 

項目  調査項目 調査期間・頻度  調査地点  調査方法  

施設の存在  眺望景観  施設完成後（1 回） 計画地周辺 10 地点  写真撮影による方法  

 

(10) 廃棄物等 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目

的として、工事中における造成等の工事並びに供用後における施設の稼働に伴う廃棄

物の状況等について事後調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容は、表 12-12（1）～（2）に示すとおりである。 
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表 12-12（1） 事後調査の内容（工事中における廃棄物の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

造 成 等 の 工

事  

廃棄物等  

（廃棄物発生量、

リサイクル率、  

廃棄物排出量）  

工事期間内  計画地内  工事計画、廃棄物の処理

実績の把握・集計による

方法  

表 12-12（2） 事後調査の内容（供用後における廃棄物の影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の存在  廃棄物等  

（廃棄物発生量、

リサイクル率、  

廃棄物排出量）  

施設の稼働が定

常となる時期の

1 年間  

計画地内  運転記録、廃棄物の処理

実績の把握・集計による

方法  

 

(11) 温室効果ガス 

本事業における予測において、不確実性を伴うため、影響の程度を把握することを目

的として、工事中における建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行並びに供用後

における施設の稼働及び自動車等の走行に伴う温室効果ガスの状況等について事後

調査を行う。 

また、環境保全措置の実施状況について、関係資料の整理により行う。 

事後調査の内容を表 12-13（1）～（2）に示す。 

表 12-13（1） 事後調査の内容（工事中における温室効果ガスの影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

建 設 機 械 の

稼働、資材運

搬 等 の 車 両

の走行  

温室効果ガス  

 

工事期間内  計画地周辺  工事の実施状況等の記録

の把握・集計による方法

表 12-13（2） 事後調査の内容（供用後における温室効果ガスの影響） 

項目  調査項目  調査期間・頻度 調査地点  調査方法  

施設の存在  温室効果ガス  施設の稼働が定

常となる時期の

1 年間  

計画地内  施設の稼働状況等の記録

の把握・集計による方法
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12.2.2 調査地点 

大気質、騒音・低周波音、振動、悪臭、水質、土壌、動物、植物、景観の現地調査

地点は図 12.2-1（1）～（5）に示すとおりである。 

 

12.2.3 調査工程 

事後調査工程を表 12.2-12 に示す。 
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資料） 国土地理院 1/25,000 地形図より作成  

図 12.2-1（1） 大気質及び気象の現地調査地点図  

【凡例】 

  計画地           行政界  

  関連車両の主な走行経路（工事中、供用後） 

  工事中の一般環境大気質（二酸化窒素、降下ばいじん）、 

供用後の一般環境大気質（降下ばいじん） 

  供用後の一般環境大気質（二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、塩化水素、 

水銀、ダイオキシン類、粉じん） 

工事中及び供用後の地上気象 

工事中及び供用後の沿道環境大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質、炭化水素、 

降下ばいじん） 

鴻巣市 

0 0.5 1 km
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資料） 国土地理院 1/25,000 地形図より作成  

図 12.2-1（2） 騒音・低周波音及び振動の現地調査地点図  

【凡例】 

  計画地           行政界  

  関連車両の主な走行経路（工事中、供用後） 

  工事中の環境騒音、環境振動及び供用後の環境騒音・低周波音、環境振動  

工事中の環境騒音及び供用後の環境騒音・低周波音  

工事中及び供用後の道路交通騒音、道路交通振動、交通量 

 

鴻巣市 

0 0.5 1 km
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資料） 国土地理院 1/25,000 地形図より作成  

図 12.2-1（3） 悪臭、水質及び土壌の現地調査地点図  

【凡例】 

  計画地           行政界  

  関連車両の主な走行経路（工事中、供用後） 

  供用後の悪臭（臭気指数、特定悪臭物質濃度 22 項目） 

供用後の悪臭（臭気指数）、土壌（ダイオキシン類） 

工事中の水質（水素イオン濃度、浮遊物質量、流量等） 

供用後の土壌（土壌汚染に係る環境基準 29 項目及びダイオキシン類） 

 

 

鴻巣市 

0 0.5 1 km
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資料） 国土地理院 1/25,000 地形図より作成  

図 12.2-1（4） 動物及び植物の現地調査地点図   

吉見町

川島町

【凡例】 

  計画地  

  行政界  

  動物、植物、生態系の調査範囲  

  （計画地敷地境界から 200m 及びその範囲外） 

 

※ 移植先の調査地点は移植後、決定する。 

 
0 200 400 m 
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資料） 国土地理院 1/25,000 地形図より作成  

図 12.2-1（5） 景観の現地調査地点図   

【凡例】 

 計画地   

 計画地から 3km  

 行政界   

  供用後の景観（10 地点）  

 

鴻巣市 
北
本
市

吉見町

北本市

東
松
山
市

川島町

桶川市

0 1 km 0.5 
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12.3 事後調査の結果により環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合の対応方針 

事後調査の結果、環境影響の程度が著しいことが明らかになった場合は、測定デー

タを検討し、必要に応じて影響要因を推定するための調査を行うこととする。 

その結果、環境影響が本事業に起因すると判断された場合は、事業者である埼玉中

部資源循環組合が主体となり、改善のための措置等を検討するものとする。 

 

12.4 事後調査の実施体制 

12.4.1 事後調査書の提出時期 

事後調査書は供用段階で提出し、提出時期は次に示す次期とする。 

 

工事中  
工事終了予定が平成 34 年度であることから、平成 35 年度の早い段

階とする。 

供用時  
事後調査の終了が平成 37 年度であることから、平成 38 年度の早い

段階とする。 

 

 

12.4.2 事後調査を実施する主体 

事後調査は、都市計画決定権者である吉見町が実施する。 


